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県内中小企業の景況感、増税の影響で落ち込む 

【調査要領】 

（１）調査期間  2014 年 10月 1 日 ～ 2014 年 10 月 31 日 

（２）対象企業  愛媛県中小企業家同友会会員企業 

（３）調査方法  郵送による自計記入 

（４）回答企業数 調査対象企業数 420 社、回答企業 69 社 （回答率 16％） 

 

【経済概況】 

 【EDOR 調査結果概要】 

（売上高、採算、採算水準、業況） 

 前回調査時（2014 年 1−3 月期）は、消費税増税前のかけ込み需要の影響で、多くの項目

において DI 値が高い値を示す結果であったが、今回の調査は、消費税が 5％から 8％に上

昇後の調査であり、その反動がどの程度であるかに焦点が当てられる。今回の調査結果で

は、DI 値はすべての項目について悪化する結果となった。まず、売上高 DI について、前

回調査では前期比で 23.9 であったが、今回は-7.2 と 31.1 ポイントの悪化となった。前年同

期比でも前回調査の 45.5 から 17.4 と 28.1 ポイントの悪化となった。採算 DI については、

前期比で 14.8 から-5.8 へと 20.6 ポイント悪化、前年同期比で 23.9 から 7.2 へと 16.7 ポイ

ント悪化した。採算が悪化した企業にその理由を尋ねたところ、売上数・客数の減少を挙

げる企業がもっとも多く、次いで原材料費・商品仕入額の上昇を挙げる企業が多かった。

すなわち、消費税の増税による価格の上昇は原材料費や商品の仕入れ価格を押し上げ、そ

れに伴って最終消費財の価格が上昇し、価格上昇は最終消費財の需要を減少させ、採算の

悪化につながったと考えられる。自社業況判断 DI については前期比で 19.3 から-1.4 へと
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20.7 ポイント、前年同期比で 30.7 から 4.3 へと 26.4 ポイントそれぞれ悪化した。業界業況

判断DIについては、前期比で10.2から-20.3へと30.5ポイント、前年同期比で5.7から-21.7

へと 27.4 ポイント悪化した。いずれの項目についても DI 値が大幅に悪化しており、増税

前のかけ込み需要の反動をあらわす結果となった。一方、採算水準 DI については、50.0 か

ら 43.5 と 6.5 ポイントの悪化にとどまり、かけ込み需要の反動の影響はあるものの、黒字

を保つ企業が多い結果となった。 

 以上の結果から、今回の調査ではすべての項目において前回調査から DI 値が悪化してお

り、消費税増税の影響が表れた結果と判断できるだろう。前回調査時は増税前のかけ込み

需要、今回調査はその反動が強く影響しているため、短期的な変動を捉えることができた

が、前年同期比における売上高、採算、自社業況判断 DI の値はプラスの水準であることか

ら、増税の影響を受けているものの、足下の景気は大きく落ち込んではいないと考えられ

る。増税の影響がどの程度収まるか今後の調査を注視する必要があるだろう。 

 

（経営上の問題点） 

 今回の調査において、「同業者相互の価格競争の激化」、「従業員の不足」、「民間需要の停

滞」、「仕入単価の上昇」を経営上の問題点として挙げる企業が多かった。特に従業員の不

足は 2014 年 4-6 月期から 4 期連続で上昇しており、中小企業において人材の確保が厳しい

状況が続くと考えられる。また、仕入単価の上昇については、消費税増税の影響よりも円

安による原材料費の増加の影響が強いと考えられる。しかしながら、原油価格が落ち着い

ているため、現時点ではこの問題は顕在化していないが、仕入単価については常に注視す

る必要があるだろう。 

 経営上の力点については、「新規受注の確保」、「付加価値の増大」、「人事確保」、「社員教

育」を挙げる企業が多く、特に「人材確保」は「従業員の不足」という経営上の問題点と

連動して 2014 年 4-6 月期から上昇傾向にある。このことから、同友会における共同求人活

動等、中小企業における人材をどのように確保していくか、今後一層重要となるだろう。 

 

【特別調査】 

 今回は特別調査として、消費税増税の影響に関する調査を行った。この特別調査は第 42

回（2013 年 7-9 月期）にも実施しており、そのときの調査では、回答企業の 57％（61 社）

は価格転嫁が可能だろうと回答し、43％にあたる 46 社は価格に転嫁できないだろうと回答

していた。今回の調査は実際に消費税が 8％に引き上げられた直後の調査であるが、価格転

嫁については回答企業のうち 62 社が回答し、そのうち 79％にあたる 49 社は価格転嫁が可

能（21％は転嫁できない）という結果となった。増税前は価格転嫁については慎重な意見

が見受けられたが、実際に増税後は比較的スムーズに価格転嫁が進んでいると考えられる。

自由記述から、企業間取引が中心の企業については、転嫁は比較的容易であることが読み
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取れる。エンドユーザーを対象とした企業については、転嫁に慎重な意見がある一方、全

額転嫁している企業、また全額は転嫁できないが大部分は転嫁できているといった意見も

見受けられた。増税の影響に関する自由記述では、今のところ大きな影響はないと回答す

る記述がある一方、かけ込み需要の反動や、円安による仕入単価の上昇、また、増税によ

る消費の冷え込みを懸念する意見も見受けられ今後の動向は注視する必要があるだろう。 



第45回(2014年4-6月期)　EDOR 調査結果

回答企業の基本情報

業種（4業種分類）

社 ％

建設業 7 10.6

製造業 11 16.7

流通・商業 26 39.4

サービス業 22 33.3

　合計 66 100.0

※１社…農業

常勤役員を含む正規従業員数

社 ％

1～9人 29 44.6

10～19人 12 18.5

20～49人 13 20.0

50～99人 4 6.2

100人以上 7 10.8

合計 65 100.0

臨時・パート・アルバイトを含む総従業員数

社 ％

1～9人 32 29.1

10～19人 24 21.8

20～49人 26 23.6

50～99人 16 14.5

100人以上 12 10.9

合計 110 100.0

従業員数の平均と中央値

人

平均 31.3

中央値 12

平均 52.5

中央値 17

常勤役員を含む正規従業員数

臨時・パート・アルバイトを含む総従業員数

1～9人
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正規従業員数
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29.1%

10～19

人
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20～49

人

23.6%

9.2%

8.6%

総従業員数

50～99人
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10.6%

16.7%

39.4%

33.3%

業 種

建設

製造業

流通・商

サービス業
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0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

08
年

7-
9月

10
-
1
2月

09
年

1
-
3月

4-
6月

7-
9月

10
-
12
月

10
年

1-
3月

4-
6月

7
-
9月

10
-
1
2月

11
年

1-
3月

4-
6月

7-
9月

10
-
12
月

12
年

1-
3月

4
-
6月

7
-
9月

10
-
12
月

13
年

1-
3月

4-
6月

7-
9月

10
-
12
月

14
年

1-
3月

4
-
6月

1 売上数量・客数の増加

2 売上単価・客単価の上昇

3 人件費の低下

4 原材料費・商品仕入額の低

下
5 外注費の減少

6 金利負担の減少

7 本業以外の部門の収益好転

％(回答数に占める割合)

(備考)選択肢から3つを選んだ際の選択率。凡例は選択率の高いものから並べた。番号は設問における各選択肢の番号。

採算好転の理由の推移（2008年7-9月～2014年4-6月）
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90

08
年

7
-9
月

10
-1

2
月

09
年

1
-3
月

4
-6
月

7
-9
月

10
-1

2
月

10
年

1-
3月

4
-6
月

7
-9
月

10
-1

2
月

11
年

1-
3月

4
-6
月

7
-9
月

10
-1

2
月

12
年

1-
3月

4
-6
月

7
-9
月

10
-1

2
月

13
年

1-
3月

4
-6
月

7
-9
月

10
-1

2
月

1
4
年

1
-3
月

4
-6
月

1 売上数量・客数の減少

2 売上単価・客単価の下落

3 人件費の増加

4 原材料費・商品仕入額の上

昇

5 外注費の増加

6 金利負担の増加

7 本業以外の部門の収益悪

化

％(回答数に占める割合)

(備考)選択肢から3つを選んだ際の選択率。凡例は選択率の高いものから並べた。番号は設問における各選択肢の番号。

採算悪化の理由の推移（2008年7-9月～2014年4-6月）



№
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14

【その他（経営上の問題点）】
☆同業大手の安値販売（コストを度外視） ☆代理店手数料率の低下

☆熟練技術者の教育 ☆診療報酬の引き下げ

☆得意先の信用不安 ☆客単価の低下
☆技術の向上 ☆仕入先（メーカー）の不祥事により主力商品が販売できない
☆円高（為替の影響） ☆顧客の伸び悩み
☆新規契約者の減少 ☆業界の不振
☆業界仕組みの変化 ☆絶対仕事量の減少

11
13

26
2

21
9

19
13

7
0
3

25
9

4
4
0
1
7
8
6

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110

大企業の進出による競争の激化
新規参入者の増加

同業者相互の価格競争の激化
官公需要の停滞
民間需要の停滞
取引先の減少

仕入単価の上昇
人件費の増加

管理費等間接経費の増加
金利負担の増加

事業資金の借入難
従業員の不足

熟練技術者の確保難
下請業者の確保難

販売先からの値下げ要請
輸出困難

輸入品による圧迫
税負担の増加

仕入先からの値上げ要請
その他

回答数
経営上の問題点（選択肢から上位3つ選択）

32
38

1
9
11

4
13

29
26

12
8

3
1
3

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110

付加価値の増大
新規受注(顧客)の確保

人件費節減
人件費以外の経費節減

財務体質の強化
機械化促進
情報力強化
人材確保
社員教育

新規事業の展開
得意分野の絞り込み

研究開発
機構改革
その他

回答数
経営上の力点（選択肢から上位3つ選択）



0

10

20

30

40

50

60

70

0
3
年

4
-
6
月

7
-
9
月

1
0
-
1
2
月

0
4
年

1
-
3
月

4
-
6
月

7
-
9
月

1
0
-
1
2
月

0
5
年

1
-
3
月

4
-
6
月

7
-
9
月

1
0
-
1
2
月

0
6
年

1
-
3
月

4
-
6
月

7
-
9
月

1
0
-
1
2
月

0
7
年

1
-
3
月

0
7
年

4
-
6
月

7
-
9
月

1
0
-
1
2
月

0
8
年

1
-
3
月

4
-
6
月

7
-
9
月

1
0
-
1
2
月

0
9
年

1
-
3
月

4
-
6
月

7
-
9
月

1
0
-
1
2
月

1
0
年

1
-
3
月

4
-
6
月

7
-
9
月

1
0
-
1
2
月

1
1
年

1
-
3
月

4
-
6
月

7
-
9
月

1
0
-
1
2
月

1
2
年

1
-
3
月

4
-
6
月

7
-
9
月

1
0
-
1
2
月

1
3
年

1
-
3
月

4
-
6
月

7
-
9
月

1
0
-
1
2
月

1
4
年

1
-
3
月

4
-
6
月

3 同業者相互の価格競争

の激化

2 新規参入者の増加

5 民間需要の停滞

7 仕入単価の上昇

8 人件費の増加

12 従業員の不足

15 販売先からの値下げ要

請

13 熟練技術者の確保難

6 取引先の減少

4 官公需要の停滞

1 大企業の進出による競

争の激化

19 仕入先からの値上げ要

請

20 その他

9 管理費等間接経費の増

加

11 事業資金の借入難

10 金利負担の増加

18 税負担の増加

14 下請業者の確保難

17 輸入品による圧迫

16 輸出困難

％(回答数に占める割合)

今期における「経営上の問題点」の推移（2003年4-6月～2014年4-6月）
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03
年

4-
6月

7-
9月

1
0-

12
月

04
年

1-
3
月

4
-6
月

7
-9
月

1
0-

12
月

05
年

1-
3
月

4
-6
月

7-
9月

10
-
12

月
06
年

1-
3月

4-
6月

7
－

9月
1
0-

12
月

07
年

1-
3
月

07
年

4-
6
月

7
-9
月

1
0-

12
月

1-
3月

4-
6月

7-
9月

1
0-

12
月

09
年

1-
3
月

4
-6
月

7
-9
月

1
0-

12
月

10
年

1-
3月

4-
6月

7-
9月

1
0-

12
月

11
年

1-
3月

4
-6
月

7
-9
月

1
0-

12
月

12
年

1-
3
月

4
-6
月

7-
9月

1
0-

12
月

13
年

1-
3月

4-
6月

7
-9
月

1
0-

12
月

14
年

1-
3
月

4
-6
月

2 新規受注(顧客)の確保

1 付加価値の増大

9 社員教育

4 人件費以外の経費節減

8 人材確保

7 情報力強化

5 財務体質の強化

10 新規事業の展開

11 得意分野の絞り込み

12 研究開発

3 人件費節減

6 機械化促進

13 機構改革

14 その他

％(回答数に占める割合)

次期に考える「経営上の力点」の推移（2003年4-6月～2014年4-6月）


